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１ 自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

現行規制 見直しの内容「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日決定）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害復旧や大雪時の除雪など、避けることができない
事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長が
可能（労基法３３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、延長に上限
なし（年６か月まで）（特別条項）

（２）・自動車の運転業務は、（１）の適用を除外
・別途、改善基準告示により、拘束時間等の上限を規定
（貨物自動車運送事業法、道路運送法に基づく行政
処分の対象）

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・特別条項でも上回ることの出来ない年間労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間）
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも
上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
b.単月１００時間未満
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限

（２）自動車の運転業務の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用
（改善基準告示により指導、違反があれば処分）

・施行後５年以降 年９６０時間（月平均８０時間）

・将来的には、一般則の適用を目指す

○ 今般、総理、関係閣僚及び有識者から構成される「働き方改革実現会議」において、「働き方改革実行計画」が策定され（平成
29年3月28日）、長時間労働の是正を図る観点から、時間外労働について罰則付きの上限規制が導入されることとなり、自動車
の運転業務についても、改正法施行の５年後に、年960時間（＝月平均80時間以内）の上限規制を適用することとなった。
○ 自動車の運転業務についての見直しにあたってのポイントは以下のとおり。

①十分な猶予期間の設定 ②段階的実施（年960時間以内の規制で適用開始。将来的には一般則の適用を目指す。）
③長時間労働を是正するための環境整備を強力に推進

ポイント2ポイント1
ポイント3

※関係省庁横断的な検討の場を設け、生産性の向上、多様な人材の確保・育成等の長時間労働是正の環境整備のための行動計画を策定・実施
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開催趣旨

構成

スケジュール

検討の視点
議 長：野上 浩太郎 内閣官房副長官
議 長 代 理：牧野 たかお 国土交通副大臣
副 議 長：古谷 一之 内閣官房副長官補（内政）
構 成 員：内閣府政策統括官（経済財政運営担当）

警察庁交通局長
財務省大臣官房総括審議官
厚生労働省労働基準局長
農林水産省食料産業局長
経済産業省大臣官房商務・サービス審議官
国土交通省自動車局長
環境省地球環境局長

平成29年6月29日 第１回 現状と課題、今後の進め方 等
8月28日 第２回 当面の対応方針として「直ちに

取り組む施策」を取りまとめ

自動車運送事業(トラック・バス・タクシー事業)について、省庁横断的な検討を行い、長時
間労働を是正するための環境を整備することを目的とした関連制度の見直しや支援措置に
関する行動計画の策定及び実施を総合的かつ計画的に推進するため、自動車運送事業の働
き方改革に関する関係省庁連絡会議を開催する。

３．取引環境の適正化

※関係者の要望を参考に施策を検討

１．生産性の向上
・運行の効率化・省労働力化
・手荷役の削減
・荷待ち時間の削減
・宅配便の再配達の削減
・駐車場所から集配先までの移動時間
の削減 等

２．多様な人材の確保・育成

・女性、若者等の就業促進
・勤務形態の改善 等

※平成30年春頃までに「行動計画」を策定 2

「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」の概要



◎行政処分の強化☆
過労防止関連違反等に係る
行政処分の処分量定の引上げ

◎ホワイト経営の「見える化」・優遇☆
ホワイト経営に取り組む企業が取引先や
求職者に「見える」仕組みや優遇策を検討

トラック・バス・タクシーの働き方改革
「直ちに取り組む施策」

－長時間労働にブレーキ、生産性向上にアクセル－
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～クルマの仕事の生産性＆職の魅力を高める63施策～

Ⅰ．長時間労働是正のための環境整備

平成30年度予算概算要求に反映するとともに、制度・運用の見直しの検討を加速
今後、さらに検討を進め、平成30年春頃を目途に「行動計画」を策定・公表

「☆」を付した施策は｢働き方改革実
行計画」(平成29年3月)策定以降の
新規施策
「※」を付した施策は強化施策

自動車運送事業は、長時間労働の状況にある一方、荷待ち時間、宅配の再配達等に大きな効率化余地が存在。

Ⅱ．長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

このため、以下の取組を政府を挙げて強力に推進。

①労働生産性の向上

【厚、国】

【経、国、環】

【警、農、国、環】

【国】【国】
【国】

②多様な人材の確保・育成

③取引環境の適正化

【経、国、環】

【厚、国】

【警、厚】

【厚、農、経、国】

【国】

H29.8.28関係省庁
連絡会議取りまとめ

◎短い時間で効率的に運ぶ－様々なムダの解消－

「荷待ち時間」削減： トラックの予約調整システムの導入促進☆
「荷役時間」削減： パレット化等による機械荷役への転換促進☆
「宅配の再配達」削減： オープン型宅配ボックスの導入促進 ※

「走行時間」削減： 高速道路の有効活用

◎たくさん運んで、しっかり稼ぐ
ダブル連結トラックの導入促進☆
配車アプリ・スマートメーターによるタクシーの効率配車と新サービス☆
トラック・バス・タクシー事業の「かけもち」制度化☆

◎運転以外の業務も効率化
ICTを活用した運行管理の効率化☆

◎力仕事・泊まり勤務等からの解放
荷役の機械化支援☆、トラック・高速バスの中継輸送☆、
SA・PAの大型車駐車マス不足対策

◎誰でも働きやすい職場づくり
女性が働きやすい職場環境の整備

◎免許を取る人を増やす
第二種免許の受験資格の見直しの検討☆、 免許取得支援制度の利用促進

◎荷主・元請の協力の確保
荷主勧告制度の運用見直し☆、不適切な取引条件の改善に向けた取組

◎運賃・料金の適正収受
荷役等の運送以外の役務の対価の収受対策☆
貸切バス運賃・料金の下限割れ防止対策

◎働き方改革の実現に向けた
アクションプランの策定の要請☆
事業者団体に対し、策定・実施を要請

１-１）
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荷待ち時間の削減・解消に向けた取組み支援
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◇ 荷待ち時間の削減・解消には、トラック予約受付システムの導入が効果的であり、トラック運転手
の労働環境の改善やトラック稼働率の向上に向けた取組みを支援。

順番待ちによる渋滞
・待ち時間が発生

物流拠点

状況表示

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

①②
③

物流拠点

待ち時間が減り、効率化

Ａ社Ｂ社
Ｃ社

10時に着けば
いいんだ！

予約の11時まで
別の作業をしよう

インターネット

11:00 予約
10:30 予約 10:00 予約

予約システム導入前

予約システム導入後

6:00

7:00

8:00

9:00

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

6:00

6:50

7:40

8:30

9:20

10:10

11:00

11:50

12:40

１台当たり平均待機時間：83分
倉庫の１時間当たり取扱貨物数：659個

１台当たり平均待機時間：24分（約70%削減）
倉庫の１時間当たり取扱貨物数：833個（約20%増加）

（受付順） 1           2 3          4 5          6           7  ・・・

•受付順で処理されるため、多くは受
付開始と同時に車両が集中

•８割超の車両が待機時間１時間超え

（受付順） 1           2 3          4 5

A社の次はB社の荷役にな
るので、準備をしておこう 予約対応の場合、到着車両が分散

化され、待機時間1時間超の車両の
待機時間が１時間以内に収まった。

列が長くなるかもしれな
いから、間に合わないか
もしれない・・・

並んでいる順番で荷役する
ので事前に貨物を降ろす順
番が分からない。･･･

早く並んで早い順番
を取りたい・・・

トラック予約受付システムの導入による効率化事例



「トラック運送における生産性向上セミナー」の開催状況について

大 分： ６月２３日 38名（うち荷主０名） 済み
福 岡：１０月１６日 214名（うち荷主4名）済み
長 崎：１０月１９日 38名（うち荷主０名） 済み
熊 本：１１月１６日

平成２９年度は、トラック運送事業者に生産性向上方策等の更なる理解促進を図るため、全日本トラック協会及び都道府県
トラック協会が国土交通省のセミナーに引き継ぐ形で、更に運転者の労務負担を軽減する一方策である中継輸送の導入方法の
紹介を加える等内容及び規模を拡大して実施。

＜主催者＞
（公社）全日本トラック協会、都道府県トラック協会並びに北海道各地区トラック協会（国土交通省(地方運輸局・運輸支局)との共催とする。）

＜開催期間＞
平成２９年５月～平成３０年３月

＜開催地域＞
４７都道府県を予定

＜受講対象者＞
トラック運送事業者

＜プログラム＞
① 適正な取引条件への改善について（「価格交渉ノウハウ・ハンドブック」「荷主向けリーフレット」の紹介）
② トラック運送における生産性向上方策について（「生産性向上方策に関する手引き」「原価計算の活用に向けて」の紹介）
③ 中継輸送について（「中継輸送の実施に当たって（実施の手引き）」の紹介）

トラック協会主催「トラック運送業における生産性向上セミナー」の開催（平成２９年度）
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九州では、生産性向上セミナーをトラック運送事業者と荷主の連携の機会と捉え、九州経済産業局及び九州農政局の協力のもと
受講対象をトラック運送事業者のみとせず、荷主への参加も幅広に呼びかけている。また、生産性向上セミナーのほかに、荷
主が参加する各種セミナーの実施を予定。

九州における「トラック運送業における生産性向上セミナー」等の開催状況

佐 賀：１１月２８日
宮 崎： １月２９日
鹿児島： １月３０日

熊 本：１月１７日

大 分：１月１９日

【生産性向上セミナー】 【経営セミナー】

【企業物流セミナー】



２ 下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議について

○中小・小規模事業者が賃金の引上げをしやすい環境を作るため、平成26年12月の政労使合意等を踏まえ、必要な
コストの価格転嫁、取引先企業の収益の中小企業への還元など、取引条件の改善を図っていく。

＜メンバー＞ 内閣官房副長官、内閣府副大臣、厚生労働副大臣、経済産業副大臣、国土交通大臣政務官、内閣総理大臣補佐官、内閣官房副長官補、
内閣府政策統括官、中小企業庁長官、公正取引委員会事務総長、警察庁、総務省、財務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、環境省、
国土交通省（総合政策局長）

会議の目的

○価格転嫁等の状況や課題を調査

親事業者など大企業等及び下請事業者など中小企業に対して調査を実施
・業種横断的な調査 ⇒ 中企庁が実施
・個別業種ごとの調査 ⇒ 業所管省庁で適宜実施 （国交省では建設業、トラック運送業、貸切バス事業＆旅行業）

H28.3に調査結果を業種毎にとりまとめ、本連絡会議に報告、公表

○大企業へのヒアリング

上記調査結果を踏まえ、大企業等に対するヒアリングを実施 （中企庁、公取委、厚労省、国交省が合同実施）
・H28.4～5 自動車産業、建設業（19者） ・H28.7～8 トラック事業者（16者）及び荷主企業（10者）

○自主行動計画の策定 ※自動車、素形材、建設機械、繊維、電機・情報通信機器、情報ｻｰﾋﾞｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ、トラック運送業、建設業の８業種が計画を策定

事業者の実態や課題を踏まえ、H28.12に根本政務官から全日本トラック協会及び日本建設業連合会に対し、適正取引推進のための「自主行動
計画」の策定を要請
・H29.3. 9に全日本トラック協会が、H29.3.28に日本建設業連合会が「自主行動計画」を策定
⇒ 今後、着実な実施に向けて、フォローアップを行う予定

これまでの会議の動き

＜トラック運送業＞
○トラックドライバーの長時間労働を改善するため、トラック事業者に荷待ち時間等の記録を義務付け（H29.7～）
○過労運転等の違反情報を得た際に、早期に荷主に対して改善協力要請を行う等の荷主勧告制度の運用改善（H29.7～）
○運賃と料金の範囲を明確化するため、標準運送約款を改正（H29.11 ～）
＜建設業＞
○公共工事設計労務単価の引き上げ（H29.3～）
○社会保険未加入対策の一環として、国交省直轄工事における下請業者を社会保険加入業者に限定（H29.4～）
○ダンピング対策の徹底や施工期間の平準化など、発注者（公共・民間）における取組を推進するための働きかけを強化

主な取組状況
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「トラック運送業における適正取引推進、生産性向上及び長時間労働抑制に
向けた自主行動計画」の策定について

○ 平成２８年１１月２２日（火）、根本国土交通大臣政務官より、全日本トラック協会の大手運送事業者に対し、「トラック運

送業の適正取引推進のための自主行動計画」策定を要請。

○ 平成２９年３月９日（木） 全日本トラック協会理事会において「トラック運送業における適正取引推進、生産性向上及び

長時間労働抑制に向けた自主行動計画」を承認。

自主行動計画の概要
Ⅰ.計画の概要
【1.計画の目的】
個々の事業者における適正取引推進等のための取組を一層推進させること
【2.計画を実践する事業者】
全日本トラック協会物流ネットワーク委員会を構成する大手運送事業者19者が実施。
【3.計画が対象とする取引範囲】
下請法規制対象外の取引についても適用。
【4.計画取組上の留意点】
本計画に基づき、平成２９年６月末までに各社独自の自主行動計画を策定。

Ⅱ.適正取引推進に向けた重点課題に対する取組事項
【1.コスト負担の適正化】
①作業内容や時間単価を明らかにし実費を別建てで支払うなど、附帯作業料、荷待ち料金、高速道路料金等のコス
ト負担に関するルールの明確化及び燃料・人件費等の上昇分を考慮した負担ルールの設定

②運送、取引条件については、十分な協議を実施 等
【2.運賃・料金の決定方法の適正化】
下請事業者の原価を考慮した運賃・料金の設定 等
【3.契約書の書面化推進】
下請事業者とは基本契約を締結するなど、原則100％の書面化を実施。 等
【4.支払条件の適正化】
運賃・料金の支払いについては、可能な限り現金払。また、手形サイトは将来的に60日を目標として改善に努める 等 8
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398

350

339

326

281

2,198

生鮮食品

荷待ち時間の記録義務付けに係る荷待ち時間のサンプル調査について

○荷待ち時間のサンプル調査について
荷待ち時間の削減に向けた取組に活用することを目的として、新たに７月から義務付けた荷待ち時間等の記録を基に
サンプル調査・分析を実施（荷待ち時間の記録義務付けの対象となっている、荷主の都合で３０分以上の荷待ちが発生した
ものが対象(※)）。

○調査方法について
・調査対象の規模は、全日本トラック協会を通して約5,000者へ調査票を配布
・７月第１週～第２週の運行について、トラック運送事業者から報告

○調査結果について
・約300者より、3,892件の回答（上記(※)に該当するもの）
・今回は調査結果の集計の速報であるが、今後、発着地・荷種と荷待ち時間との関連性などについて詳細な分析を行う
・また、これらの結果を元に生産性向上セミナーなどの説明会の場を通じて荷主に働きかけを行う

今回のサンプル調査における
１カ所あたりの荷待ち時間の分布

今回のサンプル調査における輸送品目別件数

30分～1時
間

44%

1時間～1時間30分
17%

1時間30分～
2時間
14%

2～3時間
14%

3～4時間
7%

4時間超
4%

加工食品

飲料・酒

建築・建設
用金属製品

紙・パルプ

その他

N=3,892（件数）

件

件

件

件

件

件
N=3,892（件数）

※注：輸送品目と荷待ち時間の分布の関連
等については未分析。
（今後分析予定） 10
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標準運送約款の改正に係る周知について（九州運輸局の取組）

○各都道府県トラック協会が開催する約款改正に係る事業者説明会、生産性向上セミナー、地方協
議会において、約款改正の概要を説明するとともにリーフレットを配布。
○各運輸支局窓口にリーフレットを備付け。

【事業者説明会開催状況】 九州管内 ２５箇所

○各運輸支局が開催している地方協議会や各都道府県の荷主団体に約款改正の概要を説明すると
ともにリーフレットを配布。

○経済産業省及び農林水産省の協力のもと、生産性向上セミナー等への参加を呼びかけ、セミナー
において約款改正の概要を説明。

九州管内８５箇所 ※主な周知先：商工会議所、農業協同組合、中小企業連合会等

大分における周知活動の取組

トラック事業者に周知を図るための方策

荷主に周知を図るための方策

12

平成29年10月13日
平成29年10月13日
平成29年10月13日
平成29年10月13日
平成29年10月13日
平成29年10月13日

大分県中小企業団体中央会
大分県商工会連合会
大分県商工会議所連合会（※会議時に議員へ配布）
大分県漁業協同組合
大分県木材協同組合連合会
全国農業協同組合連合会大分県本部



トラック運送業における生産性向上セミナー開催状況（熊本会場）

トラック運送業における取引環境の改善、労働時間の短縮等に向けた環境整備を図る取り組みの一つ
である、生産性向上セミナーを各県で開催。セミナー開催にあたっては、九州経済産業局及び九州農政
局とも連携しており、今後もこの課題の改善について協働して対応していく。

熊本会場での開催状況
・日 時 ： 平成２９年１１月１６日（木）
・場 所 ： 熊本県トラック協会 研修センター ３階会議室
・受講者 ： ８２名（荷主等３０名）
・報道機関 ：１社（物流ニッポン）

講演内容
１．適正な取引条件への改善について 九州運輸局 貨物課
トラック業界の現状、標準運送約款の改正、荷主勧告制度、荷待ち時間の記録義務付け等の説明

２．トラック運送における生産性向上方策・中継輸送について （株）富士通総研
対策のポイントと実務の取扱についての説明

３．事例発表 「わが社の働き方改革」 （株）ケイワード九州
荷主企業の荷役配送業務担当者が、トラック運転手の視点から取引相手社の運転手の長時間労働の実態を聴
き、荷主社の経営トップの協力も得て、荷下ろし業務の協力体制を強化し手待ち時間を大幅に削減するとともに、
荷主企業においても長時間滞留の解消や出荷時間の管理などにも効果を生むこととなった取組内容を発表

・「働き方改革実行計画」において、トラック運送業にも時間外労働の上限規制が５年後には適用される予定であり、このままでは、深刻なド
ライバー不足を解決できず、この先、物流が機能しなくなるおそれあると考えている。
・働き方改革の実行には、取引環境・長時間労働の改善が不可欠であり、事業者のみならず荷主さらには消費者へ理解・協力を得ながら、
関係者が一丸となって取り組みを行っていくことが重要である。
・このため、運送事業者を主体とした当セミナーへ、多くの荷主企業にも広く参加を呼びかけ、業界の現状と施策等を周知することとした。

九州運輸局では

資料１ 別紙




